（様式２）
経営計画書
名　称：株式会社○○○○　　　　　　　　　　
＜計画の内容（新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えるための取組）＞
	１．新型コロナウイルスの影響を乗り越えるための投資の類型（該当する類型を、一つ以上選択）
　□Ａ：サプライチェーンの毀損への対応
　☑Ｂ：非対面型ビジネスモデルへの転換
　□Ｃ：テレワーク環境の整備

	２．事業概要（自社の概要や市場動向、経営方針等を記載ください）（注１）
弊社は、消費者の選択肢拡張を掲げて「ライフスタイルに好奇心ある新提案を与えること」をモットーにした会社です。
社会的課題である「食品業界における大企業の寡占状態、国内生産者の弱体化」を解消するために、「小さなものづくりをマスにしていくこと」を自社の大方針として取り組んでいます
弊社は××××年×月に、創業者○○○○が××に創業した、ＡＡ飲料をはじめとする食品販売を中核事業とする会社です。
それ以外にも、食品開発のコンサルティングなどの事業を行っています。
当市場は近年需要増の状態にあり、競合などが増えてきています。そんな中で弊社は現在売り上げは伸びており、2019年は売り上げが月　　　万円程度でしたが、現在では月　　　万円程度です。しかしながら、売り上げが上がったのは、百貨店や飲食店への卸の売上が減少した一方、一般消費者へのダイレクト販売が延びた結果です。
当市場の特長として「少量国内生産」「新しい○○飲料としての嗜好品」があります。仕入先は、材料については国内の柑橘農家やハーブ農家などであり、販売先は飲食店などで、弊社のメインターゲットは飲食店並びに、食への感度か高い一般顧客です。
競合は△△△△であり、近年では他のブランドも増えつつあります。顧客からは「既存の飲料カテゴリーにない商品を生む風穴的存在」として評価を受けています。
市場環境として「ＡＡ飲料への感心度が高まっている様子」を好機と捉えて、現在積極的な事業展開を実施しております。
弊社の中核商品は「ＡＡＢＢ」で、全体売上の90%以上あり、主な顧客は株式会社　　　　　や株式会社　　　　です。お客様からは「今までにない飲料、ＡＡ飲料の概念が変わった」「アルコールが飲めない人の新しい選択肢として嬉しい」などと定評があります
　××××年×月×日には雑誌　　　　　に取り上げられるなど、売り上げ同様徐々に認知度を高めつつあります。
現状の課題として、現在飲料店向けへの売上減少の為に一般顧客の集客に取り組んでいます。取り組みを始めて１カ月経ちましたが、売上が伸びる一方広告費がかかることがあり、これを解消するために既存顧客のリピート率改善に取り組んでいます。
今後の経営方針として「顧客ニーズと市場の動向」と「自社や自社の提供する商品・サービスの強みを踏まえた」最重要の課題はPR不足とリピーターを増やすためのサービス改善です。それを払拭するために広告活動及びサービス改善を行います。今回の事業を行う事により効率よく売上を伸ばすことや、顧客満足度UPなどが期待でき、これらにより主要商品の競争力アップと、新規商品開発の余力を生むことができます。


	３．新型コロナウイルス感染症による影響（売上減少等の状況について記載ください）（注２）
新型コロナウイルスの影響で当市場は、近年卸が大幅に縮小傾向の状態にあり長期化による年間売上減少の懸念の影響が出ています。そんな中で弊社も百貨店や飲食店への卸の売上減少が顕著になっており、百貨店や飲食店への卸への売り上げが　　　万円程度でしたが、現在では　　　万円程度です。今後の展望として変化する市場に対し、当事業を皮切りにダイレクトに獲得できる一般顧客の安定需要を実現し前年度を上回る年間売上増進に挑戦します。
　現に2020年の売り上げの多くは百貨店や飲食店への卸から一般消費者へのダイレクト販売の結果となっています。
　
そのため、具体的な目標としては、飲食店向けの販売系と拡大から、一般顧客へ向けて「ＡＡＢＢ」のEC経由での直接販売を行います。具体的には「Eコマースの強化」や「一般顧客向けにＺＺ飲料を開発すること」を設定しております。


	４．今回の申請計画で取り組む内容（注３）
【事業名：30文字以内で記載】
【計画内容】（上記1～3を踏まえて、販路開拓等の取組（Ａ、ＢまたはＣに関する取組を含む）を記載ください）
　Eコマース誘導強化のためのPR施策及びEコマースのサービス改善


	５．新型コロナウイルス感染症を乗り越えるための取組の中で、本補助金が経営上にもたらす効果
本補助金を使った事業では、売上の150%増が見込まれます。それを安定的なものにするために、当社のマーケティング担当者が広告及びサービス改善のオペレーション設計とHP改善を×月末までに約　　　　万円の費用で実行することを目標にし、安定した収益性を実現します。
収益性向上実現の根拠としては、下記の通りです。
・サービス改善によりリピート率を上げ、顧客の生涯単価を上げることが可能です
・広告により認知や理解を新たにとれることで購買につながり、販売数が向上します
・HPの改善により情報発信を効率化して人件費作削減を目指します。
今後の展望としては変化する市場に対し、当事業を皮切りに一般顧客からの安定的な収益獲得を実現しＡＡ飲料を一般化していくために、商品ラインナップの充実やRTDに挑戦します。
現に「ＡＡＢＢ」を店舗で飲んで気に入った人が「この商品はどこで買えるのですか？」とおっしゃることが多く（飲食店からの声）そういった方に、ECサイトで購入することを伝えていければ売上は伸びると思います。そのための周知活動としてHP含めた広報活動を行っていきます。
雑誌やメディアでも取り上げられ認知も高まっているのですが、購入動線が明確でないため、顧客を逃している現状があります。今回の事業でHPの改善の後、ウェブ広告等でECサイトへの動線とつなげることができれば潜在層推定1万人（飲食店でＡＡＢＢを飲んだことがある人口）にアプローチでき、そのうち50％（現状飲食店のアンケートからのリピート率）が建材顧客として本商品を購入すると考えています。



※経営計画等の作成にあたっては商工会と相談し、助言・指導を得ながら進めることができます。
※採択時に、「事業者名称」および「補助事業で行う事業名」等が一般公表されます。
＜支出経費の明細等＞（注４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
計画の内容「１．新型コロナウイルスの影響を乗り越えるための投資の類型」の選択によって補助金交付申請額の補助率が異なります。以下該当する表に記載ください。
（単位：円）
	Ａ類型のみの申請の場合

	経費区分
	内容・必要理由
	経費内訳
（単価×回数）
	補助対象経費
（税抜・税込）
	補助対象経費のうち新型コロナウイルス関連投資額※

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（１）補助対象経費合計
	
	

	（２）補助金交付申請額　（１）×補助率2/3以内（円未満切捨て）
	
	

	（３）新型コロナウイルス関連投資の割合（％）
（②／①）×１００％≧１／６（１６．７％）
	
	*小数点第２位を四捨五入



	Ｂ・Ｃ類型単体、Ａ類型とＢ・Ｃを組み合わせて申請する場合

	経費区分
	内容・必要理由
	経費内訳
（単価×回数）
	補助対象経費
（税抜・税込）
	補助対象経費のうち新型コロナウイルス関連投資額※

	広報費
	SNS広告及び運用費用
	
	1,100,000

	

	広報費
	HP改善
	一式
	330,000
	330,000

	広報費
	顧客管理ITツール導入
	一式
	220,000
	

	（１）補助対象経費合計
	①　1,650,000
	②　　330,000

	（２）補助金交付申請額　（１）×補助率3/4以内（円未満切捨て）
	1,000,000
	

	（３）新型コロナウイルス関連投資の割合（％）
（②／①）×１００％≧１／６（１６．７％）
	
	*小数点第２位を四捨五入
20.0%


※経費区分には、「①機械装置等費」から「⑬外注費」までの各費目を記入してください。
※補助対象経費の消費税（税抜・税込）区分については、公募要領Ｐ.47を参照のこと。
※補助対象経費の１／６以上が、「サプライチェーンの毀損への対応」、「非対面型ビジネスモデルへの転換」、「テレワーク環境の整備」に関する投資であることが必要です。
※（２）の上限は１００万円。
＜補助対象経費の調達一覧＞（注４）　　＜「２．補助金」相当額の手当方法＞(※３) （注４）
	区分
	金額（円）
	資金
調達先
	
	区分
	金額（円）
	資金
調達先

	1.自己資金
	650,000
	
	
	2-1.自己資金
	1,000,000
	

	2.持続化補助金（※１）
	1,000,000
	
	
	2-2.金融機関からの借入金
	0
	

	3.金融機関からの借入金
	0
	
	
	2-3.その他
（概算払いによる即時支給分含む）
	0
	

	4.その他
	0
	
	
	
	
	

	5.合計額
（※２）
	1,650,000
	
	
	


※１　補助金額は、支出経費の明細等（２）補助金交付申請額と一致させること。
※２　合計額は、支出経費の明細等（１）補助対象経費合計と一致させること。
※３　原則、補助事業が終了してからの精算となりますので、その間の資金の調達方法について、ご記入ください。
○複数事業者による共同申請の場合の記載について
（注１）共同申請の場合、共同で取組む経緯や取り組んでいる内容等で記載してください。
（注２）共同申請の場合、共同事業での影響の状況を記載してください。
（注３）共同申請の場合、共同経営計画の内容を記載してください。
（注４）共同申請の場合、記載は不要ですが、必ず様式２－２を提出してください。
【コロナ特別対応型・補助金事務局提出用】








＜計画の内容＞は、合計最大５枚までとします。
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